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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外部から取得した配信情報を送信するセンター局と、前記センター局から配信情報を無
線回線を介して受信し、該受信した配信情報の内容を報知する端末局とから構成される同
報無線システムにおいて、
　前記センター局は、外部から配信情報を取得し、前記端末局に送信する配信情報を指示
する外部システム連携部を有し、
　前記外部システム連携部は、
　配信情報の優先順位を設定した優先順位情報と、同一内容の配信情報を再送信する時間
を設定した再通報猶予時間情報とに基づいて、前記端末局に送信する配信情報を選択し、
　送信済みの配信情報と同一の配信情報を再度取得した場合には、送信済みの配信情報を
送信してから前記再通報猶予時間情報に設定された時間を経過していなければ、当該送信
済みの配信情報を前記端末局に送信する配信情報として選択しないことを特徴とする同報
無線システム。
【請求項２】
　請求項１に記載の同報無線システムにおいて、
　前記外部システム連携部が外部から複数の配信情報を取得した場合、
　前記優先順位が最も高い配信情報に対して、前記配信情報が最も高い配信情報が送信さ
れてから前記再通報猶予時間情報に設定された時間が経過しているかどうかを確認し、経
過していないときは、次に優先順位の高い配信情報に対して、前記次に優先順位の高い配
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信情報が送信されてから前記再通報猶予時間情報に設定された時間が経過しているかどう
かを確認することを特徴とする同報無線システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、センター局と、複数の端末局から構成され、センター局から端末局に対し、
外部から取得した配信情報を無線により一斉送信する同報無線システムに係り、センター
局での送信操作を効率的に行うことが可能な同報無線システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般的な同報無線システムでは、センター局から複数の端末局へ配信情報を単一方向に
無線送信することが行われている。例えば、防災行政通信用一斉指令システムのような同
報無線システムでは、行政機関にセンター局を設置し、行政管轄地区の屋外や施設内に複
数の端末局を設置して、センター局から災害関連情報等の配信情報をこれら端末局へ同報
無線送信し、各端末局で受信した配信情報をスピーカから拡声出力することが行われてい
る。
【０００３】
　特許文献１には、親局（センター局）がＪ－ＡＬＥＲＴ（全国瞬時警報システム）など
の外部システムから報知情報を取得し、親局（センター局）から屋外に設置され拡声装置
を備えた子局（屋外拡声子局）（端末局）に対し、緊急情報等を送信し、該緊急情報等を
受信した屋外拡声子局（端末局）は、拡声装置を用いて音声通報により、地域住民へ緊急
情報等を一斉通報で伝達することが記載されている。
【０００４】
　また、上記した同報無線システムに付随して備え付けられる選択呼出機能は、配信情報
を特定の端末局へのみ送信する機能であり、特定地域へのみ配信情報を通報させる必要が
有る場合や、特定地域へのみ配信情報を通報させたく無い場合の通報手段として利用され
る。具体的には、センター局では、操作者が通報を実施するに際し、配信情報を送信した
い端末局個々を識別する個別番号を指定入力する。その後、操作者が呼出操作を開始する
と、センター局から端末局との間における同報無線回線を利用して、選択呼出信号が送信
される。当該選択呼出信号を受信した端末局は、当該選択呼出信号に含まれる情報（個別
番号）によって、自局宛ての通報であるか判断し、自局宛ての場合は着信処理を実施する
。
【０００５】
　また、同報無線システムに付随して備え付けられる外部システム連携機能は、自システ
ム以外のシステム（以後、情報提供システム）から取得した災害情報等を判断基準とし、
防災無線を起動する機能であり、例えば、別途、情報提供システムとして配備しているテ
レメータシステムを、防災無線システムのセンター局と接続し、テレメータシステムから
取得した雨量や河川水位などの気象情報が、任意の判断基準を満たした場合、防災無線シ
ステムのセンター局を自動で通報起動し、災害関連情報等の配信情報を送信する手段とし
て利用される。具体的には、同報無線システムのセンター局から情報提供システムに対し
て、配信情報を要求し、その後、情報提供システムからセンター局へ配信情報が提供され
ると、センター局は、取得した配信情報を解析する。そして、当該解析結果が、同報無線
システムに対して通報起動する要件を満たす条件と一致すると、同報無線回線を利用して
、センター局から選択呼出信号が端末局へ送信される。当該選択呼出信号を受信した端末
局は、当該選択呼出信号に含まれる情報（個別番号）によって、自局宛ての通報であるか
判断し、自局宛ての場合は着信処理を実施後に、同報無線システムから送信される配信情
報の出力処理を実施する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
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【特許文献１】特開２０１２－１７３７９７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　従来の同報無線システムの一般的な動作について、図６を参照しながら説明する。図６
は、従来の同報無線システムの動作の一例を示すシーケンス図であり、同報無線システム
と情報提供システムが連動し、同報無線システムのセンター局から、情報提供システムへ
配信情報を要求後、センター局が端末局へ音声情報を送信するシーケンス図を示している
。なお、センター局は、上記した外部システム連携機能をもつ外部システム連携装置と、
外部システム連携装置から音声通報の要求を受け、音声通報の送信先である端末局を判断
する操作卓と、端末局へ通報情報を送信する無線送受信装置を備えている。
【０００８】
　外部システム連携装置は、ＰＵＳＨ通知できない情報提供システムに対して、定期的に
（図６の例では１０分間隔）災害情報等の配信情報の提供を要求し（ステップＳ６０１）
、情報提供システムから配信情報を取得する（ステップＳ６０２）。
　外部システム連携装置は、情報提供システムから取得した配信情報の通報要否判定を行
い（ステップＳ６０３）、通報「要」と判断すると、操作卓に対して、配信情報の識別Ｉ
Ｄの情報を付加して音声通報起動要求を行う（ステップＳ６０４）。このとき、２件の配
信情報について通報「要」と判断した場合、２件分の音声通報起動要求を行う。
【０００９】
　操作卓は、外部システム連携装置から配信情報識別ＩＤが付加された２件の音声通報起
動要求を受信すると、無線送受信装置を起動して、センター局と所定の端末局１との間に
音声信号回線を開設する（ステップＳ６０５）。ここで、操作卓では、同時に複数件の異
なる音声通報を行うことができないため、２件目の配信情報の音声通報は行われないこと
になる。
　操作卓は、外部システム連携装置から指定された配信情報に対応する音声情報（１件目
の配信情報）を端末局１に対して、当該音声情報を送信する（ステップＳ６０６）。
　端末局１は、ステップＳ６０６で受信した音声情報に含まれる送信先の情報が、自局宛
であるかを判断し、自局宛の場合は着信処理を実施後に、センター局から送信された音声
情報の報知処理を実施する（ステップＳ６０７）。
　操作卓は、ステップＳ６０６において、音声情報の送信を終了すると、無線送受信装置
を介して端末局１に対して、防災無線の起動終了を通知する（ステップＳ６０８）。
　ステップＳ６０１の処理開始から所定時間（１０分）経過後、外部システム連携装置は
、ステップＳ６０９～ステップＳ６１１において、上記したステップＳ６０１～ステップ
Ｓ６０３と同様の処理を行う。
【００１０】
　上記したように図６の実施例においては、外部システム連携装置において、同時刻に取
得した複数の配信情報の中で通報要否「要」と判定した配信情報が複数発生した場合、２
件目以降の配信情報の音声通報が行えないという問題があった。
【００１１】
　本発明は、このような従来の事情に鑑みなされたものであり、センター局が、情報提供
システムなどの外部から取得した災害関連情報等の配信情報を、端末局に対して、効率良
く、尚且つ確実に通報することが可能な同報無線システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記目的を達成するために、本発明に係る同報無線システムは、外部から取得した配信
情報を送信するセンター局と、前記センター局から配信情報を無線回線を介して受信し、
該受信した配信情報の内容を報知する端末局とから構成される同報無線システムにおいて
、前記センター局は、外部から配信情報を取得し、前記端末局に送信する配信情報を指示
する外部システム連携部を有し、前記外部システム連携部は、配信情報の優先順位を設定
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した優先順位情報と、同一内容の配信情報を再送信する時間を設定した再通報猶予時間情
報とに基づいて、前記端末局に送信する配信情報を選択することを特徴とする。
【００１３】
　また、上記した同報無線システムにおいて、前記外部システム連携部は、送信済みの配
信情報と同一の配信情報を再度取得した場合には、送信済みの配信情報を送信してから前
記再通報猶予時間情報に設定された時間を経過していなければ、当該送信済みの配信情報
を前記端末局に送信する配信情報として選択しないことが好ましい。
【００１４】
　また、上記した同報無線システムにおいて、前記外部システム連携部が外部から複数の
配信情報を取得した場合、前記優先順位が最も高い配信情報に対して、前記配信情報が最
も高い配信情報が送信されてから前記再通報猶予時間情報に設定された時間が経過してい
るかどうかを確認し、経過していないときは、次に優先順位の高い配信情報に対して、前
記次に優先順位の高い配信情報が送信されてから前記再通報猶予時間情報に設定された時
間が経過しているかどうかを確認することが好ましい。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、センター局が、情報提供システムなどの外部から取得した災害関連情
報等の配信情報を、端末局に対して、効率良く、尚且つ確実に通報することが可能な同報
無線システムを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の一実施形態に係る同報無線システムの構成の一例を示すブロック図であ
る。
【図２】本発明の一実施形態に係る同報無線システムの動作の一例を示すシーケンス図で
ある。
【図３】外部システム連携装置６の起動条件設定テーブル１０１０の例を示す図である。
【図４】操作卓１０の音声情報登録テーブル１０２０の例を示す図である。
【図５】本発明の一実施形態に係る同報無線システムの外部システム連携装置の動作の一
例を示すフローチャートである。
【図６】従来の同報無線システムの動作の一例を示すシーケンス図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の一実施形態に係る同報無線システムについて説明する。
　本発明の一実施形態に係る同報無線システムは、例えば、災害時に行政機関から住民に
対して災害関連情報を報知する等の用途として用いられ、行政機関等に設置されたセンタ
ー局から同報無線送信した報知情報を所定の場所に設置された複数の端末局などで受信し
て出力する。具体例として、６０ＭＨｚ帯（５４～７０ＭＨｚ）における市町村デジタル
防災無線通信方式であるＴＤＭＡ－ＴＤＤ方式による防災行政用のデジタル同報無線シス
テムにおいて、同報無線回線を利用してセンター局と端末局などとの間で音声情報や他の
符号情報等による通報を行う機能を備えている。
　また、本発明の一実施形態に係る同報無線システムでは、例えば、災害が発生した時な
どに、行政機関から住民に対して災害関連の配信情報を一斉通報により報知することが行
われる。具体的には、センター局に設置された操作卓や無線送受信装置により、各地域に
おける屋外や一般家庭や集会所や学校などに設置された端末局などに対して、災害に関す
る情報や、緊急指令の情報や、避難勧告の情報などを、通話による音声情報或いは文字情
報等による非音声情報として送信して、住民へ情報を伝達する。
【００１８】
　また、通信システムとしては、例えば、端末局が固定的に設置されるような固定系の通
信システムに適用されてもよく、或いは、端末局が携帯電話のように移動可能な通信シス
テムに適用されてもよい。なお、本実施例では、各端末局はそれぞれの地域の場所に設置
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されているか、或いは市町村内の住居に戸別毎（世帯毎）に設置されている或いはそれぞ
れの人（所有者）により携帯されている。
　また、一般に、基地局（本実施例では、センター局）から端末局などへの通信の方向を
下りと言い、端末局などから基地局（本実施例では、センター局）への通信の方向を上り
と言う。
【００１９】
［同報無線システムの構成］
　次に、本発明の一実施形態に係る同報無線システムの構成について、図１を参照しなが
ら説明する。図１は、本発明の一実施形態に係る同報無線システムの構成の一例を示すブ
ロック図である。
　図１における同報無線システムは、情報提供システム１００、操作卓１０と無線送受信
装置２０と外部システム連携装置６を備えるセンター局３、複数の端末局４０－１，４０
－２，・・・４０－ｎ（以下、端末局４０－１，４０－２，・・・４０－ｎを区別しない
場合には、単に端末局４０という）から構成される。センター局３は、通常、防災センタ
ー、市役所あるいは町村役場といった行政当局の建物内に設置されている。
【００２０】
　外部システム連携装置６は、制御部６ａと記憶部６ｂを備えるよう構成されている。外
部システム連携装置６は、例えばＪ－ＡＬＥＲＴ（全国瞬時警報システム）等の外部の情
報源である情報提供システム１００から緊急地震速報などの緊急性を要する配信情報を受
信し、当該配信情報に基づく音声通報起動信号を操作卓１０へ出力する。外部システム連
携装置６では、情報提供システム１００から受信した配信情報に基づき、制御部６ａが記
憶部６ｂの後述する音声通報起動条件設定テーブル１０１０を参照して通報要否判定を行
い、通報「要」の場合には、当該配信情報に関する音声通報起動信号を操作卓１０へ出力
する。
【００２１】
　操作卓１０は、操作者がマイク１３を用いて緊急情報等の配信情報を作成して手動放送
を行い、また、外部システム連携装置６を介して、Ｊ－ＡＬＥＲＴ等の外部の情報源から
の配信情報を受信し、当該配信情報に対応する音声情報を無線送受信装置２０を介して端
末局４０へ送信し、端末局４０において自動放送等を行う。
【００２２】
　操作卓１０は、図１に示すように、操作卓制御部１１と、記憶部１２と、音声入力を受
け付けるマイク１３と、文字等のテキスト（文章や文字列）入力を受け付ける文字入力部
１４と、文字入力部１４から入力されたテキストに基づき音声信号を合成する音声合成装
置１５を備えるよう構成されている。
【００２３】
　操作卓制御部１１は、マイク１３からの音声入力を受け付け、音声信号を無線送受信装
置２０へ出力する。また、文字入力部１４からのテキスト入力を受け付け、入力されたテ
キストに基づき、音声合成装置１５により音声信号を合成し、該合成した音声信号を、無
線送受信装置２０に出力する。
　また、操作卓制御部１１は、Ｊ－ＡＬＥＲＴ等の外部の情報源からの配信情報を受信し
た外部システム連携装置６からの起動信号や音声信号を受け付けて、指定された配信情報
に対応する音声情報を記憶部１２の後述する音声情報登録テーブル１０２０から読み出し
て、無線送受信装置２０に出力する。
　また、操作卓制御部１１は、任意の端末局４０を1台選択、又は複数台選択、あるいは
全局を指定して呼出せる選択機能を持ち、また、端末局４０からの受信情報に基づき、端
末局４０の状態が拡声放送可能であるか否か等を監視する監視機能を持つ。
【００２４】
　無線送受信装置２０は、送受信動作を行うものであり、制御部２１と、無線部２２と、
アンテナ２３とを備える。無線部２２は、操作卓１０から入力された音声信号を変調して
、アンテナ２３を介して端末局４０へ送信し、また、端末局４０からアンテナ２３を介し
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て受信した受信信号を復調する。また、無線部２２は、電波の送信又は受信の状態を表示
する無線表示部（図示せず）を備える。
　制御部２１は、端末局４０へ送信する制御信号を作成し、端末局４０から受信した制御
信号を解析し、また、無線部２２を含め、無線送受信装置２０全体を制御する。
【００２５】
　端末局４０は、端末局制御部４１と、端末局無線部４２と、アンテナ４３と、音声増幅
部４５と、トランペットスピーカ４６と、電源部４４とを備える。
　電源部４４は、蓄電池を備え、端末局４０の各構成部へ電力を供給する。
　端末局無線部４２は、センター局３の無線送受信装置２０からアンテナ４３を介して受
信した音声信号や制御信号を復調し、無線送受信装置２０へアンテナ４３を介して送信す
る制御信号を変調し、無線送受信装置２０との間で無線による送受信を行う。
　端末局制御部４１は、センター局３から受信した音声信号を音声増幅部４５へ出力し、
センター局３から受信した制御信号を解析し、また、端末局４０の各構成部及び全体の制
御を行う。
　音声増幅部４５は、受信した音声信号をトランペットスピーカ４６で拡声放送するため
の音量増幅を行い、トランペットスピーカ４６は、音声増幅部４５で増幅された音声信号
の拡声放送を行うものである。
【００２６】
　センター局３から端末局４０へ通報を行う際は、操作卓１０のマイク１３から入力され
た音声信号、記憶部１２に登録された音声情報登録テーブル１０２０から読み出した音声
信号、あるいは文字入力部１４から入力した文字を音声合成装置１５にて合成音声化した
音声信号を、無線送受信装置２０のアンテナ２３から電波として送出し、該電波を端末局
４０のアンテナ４３で受信し、端末局無線部４２にて復調して、音声増幅部４５にて増幅
した音声をトランペットスピーカ４６より拡声し、付近住民に放送内容を知らせる。
【００２７】
［同報無線システムの動作］
　次に、本発明の一実施形態に係る同報無線システムの動作について、図２を参照しなが
ら説明する。図２は、本発明の一実施形態に係る同報無線システムの動作の一例を示すシ
ーケンス図である。図２では、外部システム連携装置６の音声通報起動条件設定テーブル
１０１０に、起動条件として優先順位および再通報猶予時間が設定され、同時刻に取得し
た配信情報３件（［Ａ］、［Ｂ］、［Ｃ］）の中で、再通報猶予時間を考慮しつつ、優先
順位（本実施例では、優先順位［Ａ］＞［Ｂ］＞［Ｃ］とする）の高い配信情報から通報
を行う場合の動作を示している。なお、図２において、外部システム連携装置６は、情報
提供システム１００に対して、定期的に（本実施例では、監視周期間隔を１０分とする）
情報提供の要求を行うものとする。なお、監視周期間隔は操作者が変更可能とする。
【００２８】
　図２に示すように、外部システム連携装置６は、ＰＵＳＨ通知できない情報提供システ
ム１００に対して、定期的に災害情報等の配信情報の提供を要求し（ステップＳ２０１）
、情報提供システム１００から配信情報３件（［Ａ］、［Ｂ］、［Ｃ］）を取得する（ス
テップＳ２０２）。
　外部システム連携装置６は、情報提供システム１００から取得した配信情報３件（［Ａ
］、［Ｂ］、［Ｃ］）が、予め操作者が設定した音声通報起動条件に合致しているか、記
憶部６ｂの音声通報起動条件設定テーブル１０１０を参照し判断する（ステップＳ２０３
）。
【００２９】
　ここで、外部システム連携装置６の記憶部６ｂに記憶されている音声通報起動条件設定
テーブル１０１０の例として図３を参照しながら説明する。図３に示すように、音声通報
起動条件設定テーブル１０１０は、配信情報１０１１と、配信情報識別ＩＤ１０１２と、
起動条件の一つである警戒水位（閾値）１０１３と、起動条件の一つである優先順位１０
１４と、起動条件の一つである再通報猶予時間１０１５とから構成される。
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　本実施例では、配信情報［Ａ］、［Ｂ］、［Ｃ］の３件とも警戒水位（閾値）１０１３
の設定条件を満たしており、優先順位１０１４の設定条件から、優先順位は［Ａ］＞［Ｂ
］＞［Ｃ］で配信情報［Ａ］が１番目で、尚且つ、配信情報［Ａ］に関する音声通報起動
要求は今まで未実施であることから、外部システム連携装置６は、配信情報［Ａ］の通報
を行うべく、操作卓１０に対して、配信情報［Ａ］の識別ＩＤの情報を付加して音声通報
起動要求を行う（ステップＳ２０４）。また、外部システム連携装置６は、配信情報［Ａ
］の通報終了後一定期間（再通報猶予時間）は通報を行わないようにするため、配信情報
［Ａ］に関する通報猶予時間タイマのカウントを開始する。
【００３０】
　操作卓１０は、外部システム連携装置６から配信情報［Ａ］の配信情報識別ＩＤが付加
された音声通報起動要求を受信すると、記憶部１２の音声情報登録テーブル１０２０を参
照し（配信情報識別ＩＤ「Ａ」の送信先ａ１（端末局４０－１））、無線送受信装置２０
を起動して、センター局３と端末局４０－１との間に音声信号回線を開設する（ステップ
Ｓ２０５）。
　操作卓１０は、外部システム連携装置６から指定された配信情報［Ａ］に対応する音声
情報を記憶部１２の音声情報登録テーブル１０２０から読み出し、端末局４０－１に対し
て、当該音声情報を送信する（ステップＳ２０６）。
【００３１】
　ここで、操作卓１０の記憶部１２に記憶されている音声情報登録テーブル１０２０の例
として図４を参照しながら説明する。図４に示すように、音声情報登録テーブル１０２０
は、配信情報識別ＩＤ１０２１と、音声情報１０２２と、送信先（端末局）１０２３とか
ら構成される。
　本実施例では、配信情報［Ａ］に対応する音声情報である“こちらはぼうさい○○です
。Ａ川が警戒水位を超えました。・・・”を端末局４０－１に送信することになる。
【００３２】
　端末局４０－１は、ステップＳ２０６で受信した音声情報に含まれる送信先の情報が、
自局宛であるかを判断し、自局宛の場合は着信処理を実施後に、センター局３から送信さ
れた音声情報の報知処理を実施する（ステップＳ２０７）。具体的には、端末局４０－１
は、音声情報“こちらはぼうさい○○です。Ａ川が警戒水位を超えました。・・・”をト
ランペットスピーカ４６から拡声放送する。
　操作卓１０は、ステップＳ２０６において、音声情報の送信を終了すると、無線送受信
装置２０を介して端末局４０－１に対して、防災無線の起動終了を通知する（ステップＳ
２０８）。
【００３３】
　また、ステップＳ２０１の処理開始から所定時間（１０分）経過後、外部システム連携
装置６は、情報提供システム１００に対して、配信情報の提供を要求し（ステップＳ２０
９）、情報提供システム１００から配信情報３件（［Ａ］、［Ｂ］、［Ｃ］）を取得する
（ステップＳ２１０）。
　外部システム連携装置６は、情報提供システム１００から取得した配信情報３件（［Ａ
］、［Ｂ］、［Ｃ］）が、予め操作者が設定した音声通報起動条件に合致しているか、記
憶部６ｂの音声通報起動条件設定テーブル１０１０を参照し判断する（ステップＳ２１１
）。
【００３４】
　本実施例では、ステップＳ２０３と同様に、配信情報［Ａ］、［Ｂ］、［Ｃ］の３件と
も警戒水位（閾値）１０１３の設定条件を満たしており、優先順位１０１４の設定条件か
ら、優先順位は［Ａ］＞［Ｂ］＞［Ｃ］で配信情報［Ａ］が１番目であるが、すでに、ス
テップＳ２０４で配信情報［Ａ］に関する音声通報起動要求が為されている。そこで、外
部システム連携装置６では、配信情報［Ａ］に関する通報猶予時間タイマを確認し、音声
通報起動条件設定テーブル１０１０の再通報猶予時間１０１５に設定された「３０分」を
経過していないことから、他の配信情報の中で優先順位２番目の配信情報［Ｂ］の通報を
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行うべく、操作卓１０に対して、配信情報［Ｂ］の識別ＩＤの情報を付加して音声通報起
動要求を行う（ステップＳ２１２）。また、外部システム連携装置６は、配信情報［Ｂ］
の通報終了後一定期間（再通報猶予時間）は通報を行わないようにするため、配信情報［
Ｂ］に関する通報猶予時間タイマのカウントを開始する。
【００３５】
　操作卓１０は、外部システム連携装置６から配信情報［Ｂ］の配信情報識別ＩＤが付加
された音声通報起動要求を受信すると、記憶部１２の音声情報登録テーブル１０２０を参
照し（配信情報識別ＩＤ「Ｂ」の送信先ａ２（端末局４０－２））、無線送受信装置２０
を起動して、センター局３と端末局４０－２との間に音声信号回線を開設する（ステップ
Ｓ２１３）。
　操作卓１０は、外部システム連携装置６から指定された配信情報［Ｂ］に対応する音声
情報を記憶部１２の音声情報登録テーブル１０２０から読み出し、端末局４０－２に対し
て、当該音声情報を送信する（ステップＳ２１４）。
　本実施例では、配信情報［Ｂ］に対応する音声情報である“こちらはぼうさい○○です
。Ｂ川が警戒水位を超えました。・・・”を端末局４０－２に送信することになる。
【００３６】
　端末局４０－２は、ステップＳ２１４で受信した音声情報に含まれる送信先の情報が、
自局宛であるかを判断し、自局宛の場合は着信処理を実施後に、センター局３から送信さ
れた音声情報の報知処理を実施する（ステップＳ２１５）。具体的には、端末局４０－２
は、音声情報“こちらはぼうさい○○です。Ｂ川が警戒水位を超えました。・・・”をト
ランペットスピーカ４６から拡声放送する。
　操作卓１０は、ステップＳ２１４において、音声情報の送信を終了すると、無線送受信
装置２０を介して端末局４０－２に対して、防災無線の起動終了を通知する（ステップＳ
２１６）。
【００３７】
　また、ステップＳ２０９の処理開始から所定時間（１０分）経過後、外部システム連携
装置６は、情報提供システム１００に対して、配信情報の提供を要求し（ステップＳ２１
７）、情報提供システム１００から配信情報３件（［Ａ］、［Ｂ］、［Ｃ］）を取得する
（ステップＳ２１８）。
　外部システム連携装置６は、情報提供システム１００から取得した配信情報３件（［Ａ
］、［Ｂ］、［Ｃ］）が、予め操作者が設定した音声通報起動条件に合致しているか、記
憶部６ｂの音声通報起動条件設定テーブル１０１０を参照し判断する（ステップＳ２１９
）。
【００３８】
　本実施例では、ステップＳ２１１と同様に、配信情報［Ａ］、［Ｂ］、［Ｃ］の３件が
警戒水位（閾値）１０１３の設定条件を満たしており、優先順位１０１４の設定条件から
、優先順位は［Ａ］＞［Ｂ］＞［Ｃ］で配信情報［Ａ］が１番目、配信情報［Ｂ］が２番
目であるが、すでに、ステップＳ２０４で配信情報［Ａ］に関する音声通報起動要求が為
され、また、ステップＳ２１２で配信情報［Ｂ］に関する音声通報起動要求が為されてい
る。そこで、外部システム連携装置６では、配信情報［Ａ］および［Ｂ］に関する通報猶
予時間タイマを確認し、配信情報［Ａ］および［Ｂ］が音声通報起動条件設定テーブル１
０１０の再通報猶予時間１０１５に設定された、それぞれ「３０分」および「４０分」を
経過していないことから、優先順位３番目の配信情報［Ｃ］の通報を行うべく、操作卓１
０に対して、配信情報［Ｃ］の識別ＩＤの情報を付加して音声通報起動要求を行う（ステ
ップＳ２２０）。また、外部システム連携装置６は、配信情報［Ｃ］の通報終了後一定期
間（再通報猶予時間）は通報を行わないようにするため、配信情報［Ｃ］に関する通報猶
予時間タイマのカウントを開始する。
【００３９】
　操作卓１０は、外部システム連携装置６から配信情報［Ｃ］の配信情報識別ＩＤが付加
された音声通報起動要求を受信すると、記憶部１２の音声情報登録テーブル１０２０を参
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照し（配信情報識別ＩＤ「Ｃ」の送信先ａ１，ａ２（端末局４０－１，４０－２））、無
線送受信装置２０を起動して、センター局３と端末局４０－１，４０－２との間に音声信
号回線を開設する（ステップＳ２２１）。
　操作卓１０は、外部システム連携装置６から指定された配信情報［Ｃ］に対応する音声
情報を記憶部１２の音声情報登録テーブル１０２０から読み出し、端末局４０－１，４０
－２に対して、当該音声情報を一斉送信する（ステップＳ２２２）。
　本実施例では、配信情報［Ｃ］に対応する音声情報である“こちらはぼうさい○○です
。Ｃ川が警戒水位を超えました。・・・”を端末局４０－１，４０－２に一斉送信するこ
とになる。
【００４０】
　端末局４０－１，４０－２は、ステップＳ２２２で受信した音声情報に含まれる送信先
の情報が、自局宛であるかを判断し、自局宛の場合は着信処理を実施後に、センター局３
から送信された音声情報の報知処理を実施する（ステップＳ２２３）。具体的には、端末
局４０－１，４０－２は、音声情報“こちらはぼうさい○○です。Ｃ川が警戒水位を超え
ました。・・・”をトランペットスピーカ４６から拡声放送する。
　操作卓１０は、ステップＳ２２２において、音声情報の送信を終了すると、無線送受信
装置２０を介して端末局４０－１，４０－２に対して、防災無線の起動終了を通知する（
ステップＳ２２４）。
【００４１】
　つまり、本実施例においては、音声通報起動条件として、優先順位情報の他に、情報提
供システム１００から取得した配信情報が音声通報起動条件に合致し、一度音声通報した
後、予め設定した時間を経過しない限り、同じ音声通報を行わないようにするため、再通
報猶予時間を設けることとした。この再通報猶予時間を利用することで、例えば、図２の
ように、同時刻に取得した配信情報の中で、３つの配信情報（［Ａ］、［Ｂ］、［Ｃ］）
が音声通報起動条件の警戒水位（閾値）１０１３の設定条件を満たしており、優先順位１
０１４の設定条件から、優先順位が［Ａ］＞［Ｂ］＞［Ｃ］であった場合に、外部システ
ム連携装置６では、１回目の通報要否判定においては、最も優先順位の高い配信情報［Ａ
］が通報されるが、２回目の通報要否判定においては、配信情報［Ａ］の再通報猶予時間
内であるため、配信情報［Ａ］の通報は除外され、次に優先順位の高い配信情報［Ｂ］が
通報される。その後、３回目の通報要否判定においては、配信情報［Ａ］および［Ｂ］の
再通報猶予期間内であるため、配信情報［Ａ］および［Ｂ］の通報が除外され、次に優先
順位の高い配信情報［Ｃ］が通報「要」と判定される。
　このように、各配信情報に設定する優先順位情報と再通報猶予時間の設定値を、操作者
が求める利用条件に合わせ設定することにより、特定の通報に偏ることの無い災害関連情
報等の配信情報の提供が可能になる。
【００４２】
　そこで、図２のシーケンス図における外部システム連携装置６での詳細な動作について
、図５を参照しながら詳細に説明する。図５は、本発明の一実施形態に係る同報無線シス
テムの外部システム連携装置の動作の一例を示すフローチャートである。
　図５に示すように、外部システム連携装置６の制御部６ａは、ＰＵＳＨ通知できない情
報提供システム１００に対して、定期的に災害情報等の配信情報の提供を要求し（ステッ
プＳ１０１）、情報提供システム１００から配信情報（本実施例では、［Ａ］、［Ｂ］、
［Ｃ］の３件）を取得する（ステップＳ１０２）。
　制御部６ａは、記憶部６ｂの音声通報起動条件設定テーブル１０１０を参照し、情報提
供システム１００から取得した配信情報３件（［Ａ］、［Ｂ］、［Ｃ］）が、予め操作者
が設定した音声通報起動条件の警戒水位（閾値）１０１３を超えているか判断する（ステ
ップＳ１０３）。なお、本実施例では、配信情報［Ａ］は、音声通報起動条件設定テーブ
ル１０１０の項番１の配信情報に、配信情報［Ｂ］は、音声通報起動条件設定テーブル１
０１０の項番２の配信情報に、また、配信情報［Ｃ］は、音声通報起動条件設定テーブル
１０１０の項番３の配信情報に該当するものであり、それぞれ設定された警戒水位（閾値
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）１０１３を超えていることから、配信情報［Ａ］、［Ｂ］、［Ｃ］の３件全て配信「要
」と判断する。
【００４３】
　制御部６ａは、通報する配信情報の数を確認し（ステップＳ１０４）、配信情報が複数
（３件）の場合には、処理をステップＳ１０８に進める。
　また、配信情報が一つの場合には、制御部６ａは、操作卓１０に対して、当該配信情報
の音声通報起動要求を既に送信したかを判断し（ステップＳ１０５）、送信済みの場合に
は（ＹＥＳ）、処理をステップＳ１０７に進め、未送信の場合には（ＮＯ）、操作卓１０
に対して当該配信情報の音声通報起動要求を送信する（ステップＳ１０６）。また、制御
部６ａは、当該配信情報の通報終了後一定期間（再通報猶予時間）は通報を行わないよう
にするため、当該配信情報に関する通報猶予時間タイマのカウントを開始する。
　ステップＳ１０７において、制御部６ａは、当該配信情報に関する通報猶予時間タイマ
を確認し、音声通報起動条件設定テーブル１０１０の再通報猶予時間１０１５に設定され
た設定時間内かを判断し、設定時間を経過していれば（ＮＯ）、上記したステップＳ１０
６に処理を進め、設定時間内であれば（ＹＥＳ）、処理を終了する。
【００４４】
　ステップＳ１０８において、制御部６ａは、ステップＳ１０３で通報「要」と判断され
た配信情報［Ａ］、［Ｂ］、［Ｃ］の３件について、音声通報起動条件設定テーブル１０
１０の優先順位１０１４を参照し、優先順位［Ａ］＞［Ｂ］＞［Ｃ］を確認する。
　制御部６ａは、配信情報３件の中で、優先順位１番目の配信情報［Ａ］の音声通報起動
要求を、操作卓１０に対して既に送信したかどうかを判断し（ステップＳ１０９）、送信
済みの場合には（ＹＥＳ）、処理をステップＳ１１１に進め、未送信の場合には（ＮＯ）
、操作卓１０に対して配信情報［Ａ］の音声通報起動要求を送信する（ステップＳ１１０
）。また、制御部６ａは、配信情報［Ａ］の通報終了後一定期間（再通報猶予時間）は通
報を行わないようにするため、配信情報［Ａ］に関する通報猶予時間タイマのカウントを
開始する。
　また、ステップＳ１１１では、制御部６ａは、配信情報［Ａ］に関する通報猶予時間タ
イマを確認し、音声通報起動条件設定テーブル１０１０の再通報猶予時間１０１５に設定
された設定時間「３０分」内かを判断し、設定時間を経過していれば（ＮＯ）、上記した
ステップＳ１１０に処理を進め、設定時間内であれば（ＹＥＳ）、処理をステップＳ１１
２に進める。
【００４５】
　制御部６ａは、３件の配信情報の中で、優先順位２番目の配信情報［Ｂ］の音声通報起
動要求を、操作卓１０に対して既に送信したかどうかを判断し（ステップＳ１１２）、送
信済みの場合には（ＹＥＳ）、処理をステップＳ１１４に進め、未送信の場合には（ＮＯ
）、操作卓１０に対して配信情報［Ｂ］の音声通報起動要求を送信する（ステップＳ１１
３）。また、制御部６ａは、配信情報［Ｂ］の通報終了後一定期間（再通報猶予時間）は
通報を行わないようにするため、配信情報［Ｂ］に関する通報猶予時間タイマのカウント
を開始する。
　また、ステップＳ１１４では、制御部６ａは、配信情報［Ｂ］に関する通報猶予時間タ
イマを確認し、音声通報起動条件設定テーブル１０１０の再通報猶予時間１０１５に設定
された設定時間「４０分」内かを判断し、設定時間を経過していれば（ＮＯ）、上記した
ステップＳ１１３に処理を進め、設定時間内であれば（ＹＥＳ）、処理をステップＳ１１
５に進める。
【００４６】
　制御部６ａは、３件の配信情報の中で、優先順位３番目の配信情報［Ｃ］の音声通報起
動要求を、操作卓１０に対して既に送信したかどうかを判断し（ステップＳ１１５）、送
信済みの場合には（ＹＥＳ）、処理をステップＳ１１７に進め、未送信の場合には（ＮＯ
）、操作卓１０に対して配信情報［Ｃ］の音声通報起動要求を送信する（ステップＳ１１
６）。また、制御部６ａは、配信情報［Ｃ］の通報終了後一定期間（再通報猶予時間）は
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通報を行わないようにするため、配信情報［Ｃ］に関する通報猶予時間タイマのカウント
を開始する。
　また、ステップＳ１１７では、制御部６ａは、配信情報［Ｃ］に関する通報猶予時間タ
イマを確認し、音声通報起動条件設定テーブル１０１０の再通報猶予時間１０１５に設定
された設定時間「４０分」内かを判断し、設定時間を経過していれば（ＮＯ）、上記した
ステップＳ１１６に処理を進め、設定時間内であれば（ＹＥＳ）、処理を終了する。
【００４７】
　以上説明したように、本発明の一実施形態に係る同報無線システムによれば、センター
局が、情報提供システムなどの外部から取得した災害関連情報等の配信情報を、端末局に
対して、効率良く、尚且つ確実に通報することが可能な同報無線システムを提供すること
ができる。
　また、センター局が、外部から取得した配信情報の再通報猶予時間を設定し、再通報時
に通報猶予時間タイマが再通報猶予時間を経過していない場合、再通報を行わないように
することにより、複数の配信情報を取得したときでも同じ配信情報だけを通報することを
防ぐことが可能となる。
【００４８】
　なお、上記した実施形態の構成及び動作は例であって、本発明の趣旨を逸脱しない範囲
で適宜変更して実行することができることは言うまでもない。
　例えば、上記した実施形態では、外部システム連携装置を操作卓とは別の構成としたが
、外部システム連携装置の機能を操作卓内に設けるようにしてもよい。
　また、例えば、上記した実施形態では、外部システム連携装置が情報提供システムから
同時刻に取得する配信情報を３件としたが、何件であっても構わない。
　また、通報猶予時間タイマを開始するタイミングは任意に変更できるようにしてもよく
、外部システム連携装置が操作卓へ音声通報起動要求を行った後や操作卓が端末局へ防災
無線の起動終了を通知した後でもよい。
　また、音声通報起動条件として再通報猶予時間を設定するのではなく、再通報猶予回数
を設定し、他の配信情報が設定した回数分通報されるまで再通報を行わないようにしても
よい。
　また、例えばＪ－ＡＬＥＲＴ等から緊急地震速報などの緊急性を要する配信情報を受信
した場合は、優先順位や再通報猶予時間に限らず最優先で通報するようにしてもよい。こ
れにより、緊急性の高い配信情報が他の配信情報によって通報できなかったり、通報でき
ない時間が生じたりすることを防ぐことができる。
【産業上の利用可能性】
【００４９】
　本発明は、行政機関等にセンター局を設置し、行政管轄地区の屋外や施設内に複数の端
末局を設置して、センター局から災害関連情報等の配信情報をこれら端末局へ同報無線送
信し、各端末局で受信した配信情報をスピーカから拡声出力する防災無線システムを製造
する産業で利用される。
【符号の説明】
【００５０】
１：同報無線システム、３：センター局、５：同報無線システム、６：外部システム連携
装置、６ａ：制御部、６ｂ：記憶部、１０：操作卓、１１：操作卓制御部、１２：記憶部
、１３：マイク、１４：文字入力部、１５：音声合成装置、１６：外部システム連携装置
、２０：無線送受信装置、２１：制御部、２２：無線部、２３：アンテナ、４０，４０－
１，４０－２，・・・４０－ｎ：端末局、４１：端末局制御部、４２：端末局無線部、４
３：アンテナ、４４：電源部、４５：音声増幅部、４６：トランペットスピーカ、１００
：情報提供システム、１０１０：音声通報起動条件設定テーブル、１０１１：配信情報、
１０１２：配信情報識別ＩＤ、１０１３：警戒水位（閾値）、１０１４：優先順位、１０
１５：再通報猶予時間、１０２０：音声情報登録テーブル、１０２１：配信情報識別ＩＤ
、１０２２：音声情報、１０２３：送信先（端末局）。
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